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はじめに
日本はやがて高齢化社会を迎えようとしている。こうした事態を前にし
て，ここ数年社会保障制度の改革が急テンポで進められている。本橋では
こうした動きを整理してみることにしたL、。
それに先だってで戦後の日本経済の動きとその中での社会保障制度
の発展とを概観しておくことにしよう。その際，第二次世界大戦終結から
現在までを，戦後復興期(昭和20年~29年) ，高度成長期(昭和30年~47
年)，高度成長以後(昭和48年~)の三つの時期に区分することにするc
そして， n以下で改めて我が国の社会保障制度の現状，問題点，並びに
最近の制度改革について論ずることにしよう。
I 社会保障制度の発展
S 1 戦後復興期(昭和20年~29年)
(1) 社会経済情勢
戦後の日本のあり様を決定した最も重要な要因のひとつとして， GHQ 
の対日政策を挙げることができるだろうoGHQの初期対日政策の方針は，
日本の非軍事化と民主化にあったと言える。第一の目的を達成するために，
軍需産業の解体，戦犯の逮捕，制裁的な賠償といった措置が講じられた。
また日本を民主化するために，農地改革，財閥解体，労働三法の制定とい
った大改革が断行された。
しかし昭和21年の末ごろから GHQの対日政策が変化し始める。米ソ
対立の激化や中国での共産党勢力の伸長などがその背景を成していたので
ある。 GHQの初期対日政策は日本の弱体化を狙ったものであったが，こ
こに到って，日本の再強化を目指し，日本を東アジアに於ける共産主義勢
力伸長に対するひとつの防波堤にすることが，アメリカの基本方針となっ
たっかくして日本の復興と自立に力が注がれてゆくことになる。
次に経済に目を転ずることにしよう。第二次世界大戦は日本経済に壊滅
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的な打撃を与えた。終戦後しばらくは絶対的な物不足と悪性のインフレー
ションとLづ危機的な状況が続き，生産の回復はなかなか軌道に乗らなか
った。昭和22年には危機克服のための政策転換が実行された。施策の中心
を石炭と鉄鋼に置く超重点政策，いわゆる傾斜生産方式の採用がそれて、あ
るc こうした政策は，アメリカの対日援助の積極化とも相まって，効果を
発揮してゆく c 昭和23年には生産も増大し，インフレーションも緩慢化し
ていった。
しかし，このころからアメリカは日本経済の安定化に重心を移し始めるつ
昭和23年7月には「経済安定10原則」が， 10月には「賃金3原則」が，そ
して12月には「経済安定9原則」がそれぞれ発表された。これらはし、ずれ
も日本経済の安定化と早期自立を促すものであった。 昭和24年のドッジ・
プランはこうした目標の達成を狙ったものである。 ドッジは日本経済の国
際化，安定化，自由化を目指し，それを実現するために，単一為替レート
の設定と超均衡予算の実施と L、う措置が講じられた。
ドッジ-プランの実施により，インフレーシヨンは終憶したけれども，
安定恐慌とL、う様相が出現するに到った。これを救ったのが昭和25年6月
25日に始まった朝鮮戦争て、あった。朝鮮戦争は昭和28年7月27日に休戦協
定が結ぼれるまで約3カ年続いた。朝鮮戦争の勃発と共に，日本向けの特
需が大量に発生し，日本は不況から脱出する。朝鮮特需が下火になってか
らも， 日本では「消費景気JI投資景気」が続き，日本経済の再建は願調
に進んでゆく。そして，昭和30年代への未曾有の高度経済成長へとつなが
ってゆくのである。
(2 ) 社会保障制度
第二次大戦以前にも，戦後の社会保障制度の基盤となる幾つかの制度が
存在してL、た。医療部門では，大正1年には健康保険法が，そして昭和13
年には国民健康保険法がそれぞれ成立している。また年金部門ては，昭和
16年に労働者年金保険法が成立し，これは三年後に適用対象の拡大と共に，
厚生年金保険法と改称されている。更に軍人や官吏に対しては，早くから，
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思給制度や共済組合の制度が設けられていた。
しかしこれらの制度は第二次大戦後の混乱と激しいインフレーション
によって壊滅的な打撃を受け，その機能をほとんど失ってしまう。戦後の
国民生活の困窮への対処に於いては，公的扶助が大きな役割を演じた。昭
和21年に生活保護法が制定され，最低生活の維持，無差別平等，国家責任
とL、う原則が確立されたので、ある。また，翌昭和22年には，労働者災害補
償保険法と失業保険法が成立している。
以上の様な制度の整備に劣らぬ重要性を持つのが，社会保障の理念の確
立である。昭和25年に，社会保障制度審議会によって「社会保障制度に関
する勧告jが提出され，ここに我が国に於ける社会保障の理念と定義が示
されたのである。
~ 2 高度成長期(昭和30年~47年)
(1) 社会-経済情勢
昭和30年代から40年代にかけて，日本経済は未曾有の高度経済成長を経
験する。野尻教授に従えば，この時期の特徴として次の五点を挙げること
ができるだろう。
① 高速度成長
② 民間設備投資主導
① 重化学工業中心
① 耐久消費財中心
⑦ 輸出拡大指向
内外の諸条件が日本の経済成長に有利に作用したのである。やはり野尻
教授によりながら，こうした諸条件を見ておくことにしよう O 日本の経済
成長に有利に作用した外的条件の第一は，アメリカの強力な軍事力・政治
力・経済力を背景にしたブレトン・ウッズ体制の確立である o IMF と
GATT を中核とするこの体制は，輸出を駆動力にして経済を発展させて
(1) 野尻武敏『日本経済論~，晃洋書房，昭和50年， 44頁c
(2 ) 同上， 50-52頁c
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ゆこうとしていた日本に恰好の舞台を提供することとなった。こうした国
際取引の枠組の制定と並んで，石油を始めとした資源開発の大幅な進展，
第三次産業革命とも称せられる技術革新の波，西側世界一般の好調といっ
た諸要因も見逃すことができない。
内的条件に目を転ずることにしよう。まず第一に人的資源の優秀性を挙
げることができる。教育の普及と高い技術水準は，高度経済成長期の激し
L 、技術革新の波を乗り切るための最も重要な要因のひとつだったと考えら
れる。第二に高い貯蓄率を挙げることができる。これがなければ大量の設
備投資も不可能であったに相違ない。第三に日本人に一貫して認められる
経済発展への強い意欲も重要である。終戦直後の制度改革によって風通し
の良くなった社会構造の下で，これらの要因が相互に強化し合いながら高
度経済成長を生み出していったのである。
昭和35年に出された国民所得倍増計画は，こうした時期を最も如実に象
徴する経済計画であったと言える。第二次岸内閣は， 日米安全保障条約の
改定を終えると，総辞職した。後継総裁には池田勇人が選ばれた。池田首
相は「寛容と忍耐」をスローガンに掲げ，更に， I国民所得倍増計画」を
発表した。この計画の発表によって，国論を二分した「安保」の余d監は急
速に冷却し国民の目は内政へと移っていった。この計画の発表以前にも
既に， 日本経済は非常に高い経済成長率を達成していた。そういった意味
で，この計画はほとんど成功が約束されたものであった。とはいえ，計画
が明示されたことによって，政府の役人をはじめ企業の経営者や労働者達
までが「成長マインドJに放り込まれ，経済成長が一層促進されることに
なった。それと同時に，計画の発表は司成長に伴う国民生活の激変に対応
するための意識的な努力を生み出したのであり，社会福祉や農村対策への
予算が大幅に増額されることとなった。
(2 ) 社会保障制度
昭和21年の生活保護法の制定，翌22年の労働者災害補償保険法並びに失
業保険法の成立によって，戦後の社会保障制度の大枠は確立されたと言え
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る。しかし，その内容となると必ずしも十分なものであったとは言い難L、。
そもそも絶対的な物不足の下で，大多数の国民がその日暮しに追われてい
るような状況では，社会保障制度の充実などは思いもよらぬことであった
に相違ない。
それでもやがて，経済の復興と経済成長に幾分遅れながらも，社会保障
制度も発展・充実し始める。高度成長期に於ける制度の発展を象徴するの
は，何といっても，皆保険・皆年金体制の実現である。厚生省は昭和31年
に医療保障委員会を設置して皆保険計画に着手した。 昭和33年には新たに
国民健康保険法が制定され，皆保険体制の法的枠組は整った。そして，昭
和36年 4月をもって皆保険体制が達成されたのて、ある。
他方，皆年金体制実現へ向けての歩みは，昭和32年の厚生省による国民
年金委員会の設置と共に始まる。昭和34年に国民年金法が成立し同法は
昭和36年から完全実施されることになった。かくして，皆年金体制が達成
されたのである。
こうして，医療と年金に関しては無保険者の問題が一応解決されたと言
ってL、L、だろう O しかしその給付内容はまだ十分なものとは言えず，給
付の大幅な改善が実現されるのは昭和48年以降のことである。
~ 3 高度成長以後(昭和48年~)
(1) 社会・経済情勢
昭和40年代も中盤を過ぎると，高度経済成長を支えた条件の幾っかが揺
らぎ始める。何よりも重大なのは アメリカの軍事力・政治力-経済力が
相対的に低下し出したことであり，また，アメリカの力を背景にしたブレ
トン-ウッズ体制が動揺し始めたことである。こうしたアメリカの力の後
退を象徴するのが，昭和46年のニクソン・ショックであり，或いはまた昭
和48年の第一次オイル ショックである。後者はとりわけ世界経済に甚大
な影響を及ぼし世界経済をスタグフレーションの状況へと陥し入れたの
であった。
また日本国内に目を転じてみても，高度経済成長を困難にする幾つかの
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事態が生じていた。重化学工業を中心にした経済成長は公害問題を生み出
した。また過密・過疎の問題も忽せにできないものであった。高度経済成
長に伴う国民所得の上昇は，人々の価値観を多様化させ，ただひたすらに
経済成長を追い求める，といったことを段々難かしし、ものにしていった。
更に人口高齢化の問題が存在する。これは労働人口を高齢化させ，高齢者
扶養の費用を急増させてゆく。
昭和40年代の終盤以降は，再び30年代や40年代前半のような高度成長の
夢を実現することは不可能となった。そして，このことは何も日本だけに
限られたことではなし、。二度のオイル・ショックが世界経済に手痛い打撃
を与えたからである。発展途上国は言うに及ばず先進国の多くが大量の失
業とインフレーションに苦しめられてきた。しかし，そうした状況の中で，
日本経済は今までのところ比較的順調な道を歩んできている。二度のオイ
ル・ショックを克服した日本経済は，高度成長から安定成長への転換に何
とか成功してきたと思われる。それと同時に，世界の中での日本の地位も
大幅に上昇してきている。
(2 ) 社会保障制度
昭和48年は第一次オイル・ショックの年であったけれども，この年は同
時に「福祉元年」と呼ばれる年でもある。というのも，この年に社会保障
の諸給付が大幅に改善されたからである。医療保障の面では，老人医療無
料化，健康保険家族給付率の5割から 7割への引き上げ，高額療養費制度
の拡充が実現された。また，年金の給付水準も大幅に改善され， 5万円年
金が実現し，更に年金給付の物価スライド制が導入された。
かくして，昭和48年から49年にかけて社会保障給付費の伸び率は急上昇
する。しかし，この時期は国民所得の伸び率が激減した時期て、もある。こ
うしたことは，当然、，国民所得に占める社会保障関係費用の比率を増大さ
せてゆく。しかも，この趨勢は今後の人口高齢化の進展によって，一層拍
車がかけられるに相違ない。社会保障制度の枠組を高度成長時代のままに
しておくことは不可能である。大幅な制度改革は必至であり，ここ数年，
58 第10巻第3号(経済学・経営学編)
制度改革が進められている。 H以下では，この点につレて論ずることにし
よう。
E 社会保障制度の現状と将来展望
~ 4 社会保障給付費
表 1 社会保障給付費の年次推移
にま 社給会付保障費 対国得% 民7ic 社給会付保障費 | 対所得国民比部 門 所比 部 「つ(百万円) (%) (百万円) (%) 
医 療 64，614 医 療 2，075，808 3.4 
昭和25
年金
昭和45
年金 856，151 1.4 
61，523 
その他 その他 1 591，951 1.0 
言十 126， 137 百十 3，523，909 5.8 
医 療 191，932 I 2.6 医 療 5，688，084 4.6 
年金 年金 3，886，478 3.1 
30 2. 7 50 
その他 その他 2，098，059 1.7 
計 389，314 5.3 五十 11，672，622 9.4 
医 療 294，209 2.2 医 療 10，658，198 5.4 
年金 年金 10，470，903 5.3 
35 2. 7 55 
その他 その他 3，475，297 1.7 
計 655，268 4.9 五十 24，604，398 12.3 
医 療 913，701 3.5 医 療 13，431，127 5.6 
年金 350，816 1.3 年金 15，556，749 6.5 
40 
その他
59 
その他339，226 1.3 4，589，111 1.9 
言十 1，603，743 6.1 計 33，576，987 I 14.0 
資料:社会保障給付費は，昭和38年度までは労働省調べ，昭和39年度から56年度ま
では厚生省政策課調べ，昭和57年度以降は社会保障研究所調べ
国民所得は，昭和39年度以前は経済企画庁「昭和53年版国民所得統計年報J，
昭和40年度以降は経済企画庁「昭和55年基準改訂国民経済計算」
(注) 1. I年金」部門には，恩給を含む。
2. Iその他」部門とは，生活保護の医療扶助以外の各種扶助，児童手当等の
各種の手当，施設措置費等社会福祉サービスに係る費用，医療保険の傷病
手当金，労災保険の休業補償給付，雇用保険の失業給付等が含まれるc
〈出所〉厚生白書〔昭和61年版J，201頁。
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まず，社会保障給付費がどれぐらいのものになっているのかを見ること
にしよう。(表1参照)昭和59年度に於いて，社会保障給付費の総額は33
兆5770億円となっており，これは国民所得の14%に相当する。こうした数
字は，人口の高齢化や年金制度の成熟化につれて，今後も上昇し続けてゆ
くと考えられる。
~ 5 負担
社会保障給付費が増加してゆけば，当然，その費用を賄うための負担も
増大してゆく。昭和59年度に於いて，社会保障負担(社会保険制度の保険
料負担)は対国民所得比10.3%の規模に達している。(図 1参照)この数
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資料.昭和85年度の推計については，高齢者対策企画推進本部報告(昭和61年4月)
による。 A推計とは国民所得について昭和62年度以降6.5%で伸びるものと
仮定し， B推計では5.0%で伸びるものと仮定。ただしこの試算は一定の
仮定に基っき推計したものである。
く出所〉厚生白書〔昭和61年版J.31頁c
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字は，昭和85年 (2010年)には. 15. 5~17. 5%に上昇するものと見込まれ
ているO
こうした社会保障負担に租税負担を加えた租税・社会保障負担の対国民
所得比の数字は，我が国の場合，昭和59年度には34.6%となっている。(表
2参照)我が国の数字を他の主要先進諸国の数字と比べるなら，それは必
ずしも高いものとは言えないが，老齢人口比率や年金成熟度の今後の上昇
を考え合わせるなら，決して楽観は許されないのである。
表2 社会保障給付費，租税・社会保障負担等の国際比較 (単位:%)
手付士民会費19所保8の得3年障対比給国 老比人“615年u9歳8比3人以年率率ト日) 
年受入(老給者金齢成者に年熟対の金度加す
租税民・社所会得保比障負担の
対国 1983年
国 名
る害Ij合) 租税負担 社会保障
1983年 負担
日 本 14.0 9.8 18.2 23.7 10.2 33.9 
I 1984年 14.0 9.9 19.3 24.3 10.3 34.6 
アメリカ 17.9 11. 7 18.0 26.6 10.0 36.6 (1982) 
イギリス 25.8 14.9 20.6 41. 9 11. 4 53.3 (1981) 
西ドイツ 31. 0 14.9 28.0 31. 0 22.7 53. 7 (1982) 
フランス 33.3 13.2 38.7 33.5 28. 7 62.2 (1980) (1981) 
スウェーデン 43.3 16.9 32. 1 49.1 19.9 69.0 (1982) 
厚生省政策課調べ。
〈出所〉厚生白書〔昭和61年版J.202頁
~ 6 人口の高齢化
人口の高齢化は今後猛烈なスピードで進行すると予測されている。現在
日才以上の高齢者はほぼ10人に 1人の割合であるけれども，昭和90年以降
には，高齢者が10人に2人以上になると推計されている。(図2.表3参
照)
戦後日本経済と社会保障 61 
図2 我が国の将来推計人口の推移
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資料.総務庁統計局「国勢調査j及び厚生省人口問題研究所「日本の将来推計人口
(昭和61年12月推計)Jの中位推計によるO
(注)図中の数値は，昭和60，75， 100年における各年齢階級別人口の構成割合を
示す(単位%)。
(参考)1. 総人口ピークは，昭和88(2013)年で136，030千人に達する。
2. 老年人口のピークは，昭和95(2020)年で31，880千人に達するC
3. 高齢化のピークは，昭和96(2021)年で老年人口比率が23.6%に達する。
く出所〉厚生白書〔昭和61年版]， 5頁。
人口の高齢化に関する我が国の数字と他の先進諸国の数字を比較してみ
ることにしよう o (図 3，表4・5参照)我が国の人口高齢化に関して，
少なくとも，次の二点を指摘することができる。
(1) 高齢化のピーク時に於ける高齢者比率の推計値それ自体が，他の先
進国と比べて，最も高い部類に属している。
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表3 年齢区分別人口の推移と将来推計
(単位:千人， %，歳)
ミ総数
o ~14歳 15~64歳 65歳以上
5歳前
構成 実数 I構割成合I実数 構割成合 実数 li構害IJ成合 実数 齢実 数割百リム口
昭35年 94，302100，0 60，469164.1 5，398 5.7 
40 1 99，209 100.0 25，529125.7 67，444168.0 6，236 6.3 1，8941 1. 91130. 3 
45 1104，665 100.0 25，153124.0 72， 119168.9 7，393 7.1 2.2371 2.11131. 5 
50 1111，940 1"00.0 27，221124.3 75，807167.7 8，865 7.9 2，8411 2.51132.5 
55 1117，060 100.0 27，507123.5 78，835167.3 10，647 9. 1 3，6601 3. 1 1!34. 0 
100.0 26，504122.0 81，776168.0 11，956 9.9 4，4381 3.71135.3 
60 i 121， 049 100.0 26，033121. 5 82，506168.2 12，468 10.3 4，7121 3.91135.7 
65 1124，225 100.0 23，132118.6 86，274169.4 14，819 11.9 5，9171 4.81137.4 
70 1127，565 100.0 22，387117.5 87，168168.3 18，009 14.1 6，9861 5.5 1!38. 8 
75 1131， 192 100.0 23，591118.0 86，263165.8 21，338 16.3 8，4521 6.41139.8 
20080 ! 134， 247 100.0 25，164118.7 84，888163.2 24， 195 18.0 
85 1135，823 100.0 25，301118.6 27，104 20.0 12，4561 9.2~41.5 
90 1135，938 100.0 23，876117.6 81， 419159. 9 30，643 22.5 13 ， 894110.2~42.4 
95 1135，304 100.0 22，327116.5 81，097159.9 31，880 23.6 15 ， 313111.3~43.0 
100 134，642 100.0 22，075 16.4 81， 102 60.2 31，465 23.4 17，367 12.9 43.3 
125 128，681 100.0 21， 967 17.1 76，433 59.4 30，281 23.5 17，005 13.2 43.0 
150 …1…2.466118.0引7一59028685lm14問 11.91142. 3 
160 124 ， 0661100.0122 ， 277118.0174 ， 473160.0127 ， 316122.0115 ， 310112.3~42.3 
資料 a 昭和60年以前は総務庁統計局「国勢調査J，I推計人口」。
昭和65年以降は厚生省人口問題研究所「日本の将来推計人口(昭和61年12月
推計)j (中位推計)。
(注)各年10月1日現在3
ぐ出所〉厚生白書〔昭和61年版J，192頁。
(2 ) 高齢化社会に突入する際のスピードが他に類例がない程速い。つま
り， 65才以上人口比率が7%から14%になるのに要する時聞が圧倒的
に短い。
こうしたことは，当然のことながら，高齢化社会への対応を非常に難か
しいものにさせ，社会保障制度の整備・改革を不可避のものにする。とり
わけ，社会保障制度全体の中で圧倒的な比重を占める医療制度や年金制度
(表1参照)の大幅な改革は避けて通ることのできないものである。
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図3 欧米先進諸国と日本の老年人口割合
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資料:日本は総務庁統計局「国勢調査J及び厚生省人口問題研究所の推計に，外国
は国連資料 (UN，Population Studies)に基づく。
ぐ出所〉厚生白書〔昭和61年版J， 6頁。
表4
65歳以上人口比率の到達年次
国 名 所要年数
7 % 14 % 
日
本カス I 
1970年 1996年 26年
ア メ リ 1945 2020 75 
イ ギリ 1930 1975 45 
西 ドイ ツ 1930 1975 45 
フ フ ンス 1865 1980 115 
スウェーデ、ン 1890 1975 85 
資料:UN iThe Aging of Population and its Economic and Social Implicatons 
(1956)J. Nathan Keyfitz and W. Flieger iWorld Population (1968)J UN 
iWorld Population Prospects Estimates and Projections as Assesed in 1982J 
等。
1984年以後の日本人口は，厚生省人口問題研究所「日本の将来推計人口Jc
〈出所〉厚生白書〔昭和60年版J，152頁。
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表 5 人口高齢化度の国際比較(総人口中65歳以上人口が占める割合)
(単位:千人， %) 
区 分 日 本 アメリカ イギ、リス 西ドイツ フランス スウェーデン
総人口 94，302 179，323 52，449 7，495 
1960年 実数 5，398 16，560 6， 136 5，6451 5，317 898 
割合 5.7 9.2 11. 7 10.6 I 11.6 12.0 
総人口 104，665 203，212 55，711 60，651 51，249 8，077 
1970 実数 7，393 20，066 7， 145 7，990 6，901 1， 109 
割合 7.1 9.9 12.8 13.2 13.5 13. 7 
総人口 117，060 229，307 55，945 61，566 53，583 8，310 
1980 実数 10，647 26，255 8，329 9，550 7，535 1，353 
割合 9. 1 1. 4 14.9 15.5 14.1 16.3 
直近の 総人口 121，049 238，740 56，488 61， 307 55，061 8，343 
実数 12，468 28，530 8，387 8，981 7，053 1，425 
実績 割合 10.3 12.0 14.8 14.6 12.8 17.1 
総人口 124，225 248，429 56， 190 60，332 55，475 8，305 
1990 実数 14，819 30，208 8，748 9，090 7，220 1，468 
割合 11. 9 12.2 15.6 15. 1 13.0 17.7 
総人口 131， 192 268，239 56，354 59，484 57， 162 8， 166 
32，228 8，640 9，942 8，396 1，405 
割合 16.3 12.0 15.3 16.7 14. 7 17.2 
総人口 135，304 304，359 56，077 54，658 58，347 7，820 
2020 実数 31，880 46，978 9，956 11，579 10，510 1， 709 
割合 23.6 15.4 17.8 21. 2 18.0 21. 8 
総人口 134，642 311，936 55，919 53，490 58，431 7，707 
2025 実数 31，465 53， 708 12，018 1，273 1，709 
割合 23.4 17.2 18. 7 22.5 19.3 I 22.2 
し一一
資料 日本は，総務庁統計局「国勢調査j，厚生省人口問題研究所「日本の将来推
計人口(昭和61年12月推計)j，その他の国は UNIDemographic Yearbookj， 
IDemographic Indicators by Countries as Assessed in 1984j， ICouncil of 
Europe 1985J， rCurrent Population ReportsJ 
(注)アメリカの 11980年」は 11981年」の人口，フランスの 11970年jは 11971
年」の人口 C 直近の実績は，日本 11985年j，アメリカ 11985年j，イギリス 11984
年j，西ドイツ 11984年j，フランス 11985年j，スウェーデン 11984年」。
〈出所〉厚生白書〔昭和61年版]， 194頁。
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障イ呆療雇E 
国民医療費
国民医療費の動きから見てゆくことにしよう。(図4，表6参照)まず，
昭和49年度の36.2%がピークであり，昭和54年度国民医療費の伸び率は，
以降はー桁台に押え込まれている。昭和59年度の国民医療費の総額は15兆
対国民総生産比並びに対国民所得比はそれぞれ5.0%並びに
6.3%となっている。
932億円で，
高齢化の進行は今後とも国民医療費増大への圧力となり続けるだろう。
また病気になった場合にはその治療高齢者は有病率が高く，というのも，
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資料:厚生省統計情報部「国民医療費」。
〈出所〉厚生白書〔昭和61年版J，126頁。
50 45 40 
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表6 国民医療費の年次推移
げl億 同氏~I食費 同氏一人 国民医療費の割合 国民所得|
数 I対前年比 1当たり 対 主
前( 年対%)比 I 医療費 国民総生産国民所得円(%) [ (千円) (%) (%) 
昭和29年度 2.4 2.8 3.3 9.8 
30 2，388 11，0 2. 7 2. 7 3.3 10.7 
31 2，583 8.2 2.9 2.6 3.2 12.0 
32 2，897 12.2 3.2 2.6 3.1 14.5 
33 3，230 11. 5 3.5 2. 7 3.4 2.8 
34 3，625 12.2 3.9 2. 7 3.3 14.6 
35 4，095 13.0 4.4 2.5 3.1 20.4 
36 5， 130 25.3 5.4 2.6 3.3 18.7 
37 6， 132 19.5 6.4 2.8 3.5 12.5 
38 7，541 23.0 7.8 2.9 3. 7 16.3 
39 9，389 24.5 9. 7 3.2 4.0 13.4 
40 11，224 19.5 11. 4 3.3 4.3 
41 13，002 15.8 13.1 3.3 4.2 16.9 
42 15，116 16.3 15.1 3.3 4. 1 18.2 
43 18，016 19.2 17.8 3.3 4.2 17.3 
44 20， 780 15.3 20.3 3.2 4.0 17.9 
45 24，962 20. 1 24. 1 3.3 4.1 18.7 
46 27，250 9.2 25.9 3.3 4.1 8.0 
47 33，994 24. 7 31. 6 3.5 4.4 18.2 
48 39，496 16.2 36.2 3.4 4.1 23.0 
49 53， 786 36.2 48.6 3.9 4.8 17.4 
50 64，779 20.4 57.9 4.3 5.2 10.2 
51 76，684 18.4 67.8 4.5 5.5 13.2 
52 85，686 11. 7 75. 1 4.5 5.5 10.9 
53 100，042 16.8 86.9 4.8 5.9 10.3 
54 109，510 9.5 94.3 4.9 6.0 6.1 
55 119，805 9.4 102.3 4.9 6.0 9.4 
56 128， 709 7.4 109，2 5.0 6.2 4.4 
57 138，659 7.7 116，8 5.1 6.4 4.2 
58 4.9 121. 7 5. 1 6.4 5. 1 
59 150，932 3.8 125.5 5.0 6.3 5.2 
(注)国民ー人当たり医療費を算出するために用いた人口は，総務庁統計局「国勢
調査J1推計人口」各年10月1日現在を使用した。
〈出所〉厚生白書〔昭和61年版J，203頁c
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期間はより長いものとなりがちだからである。このことは一般診療医療費
(国民医療費から歯科診療医療費並びに薬局調剤費を除いたもの)に関し
ての図 5からも明らかである。昭和59年度に於いて，全人口の9.9%を占
めるに過ぎなL、65才以上の高齢者にかかる一般診療医療費は，全体の35.7 
%にも及んでいるのである。
図5 一般診療医療費における年齢階級別構成比の年次推移
年日
度
、p、
:lS 
(8.1~刈
1リ斗一一一ーー。 10 20 30 40 
(30.2%) 
45-64歳
(32.1%) 
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資料:厚生省統計情報部「国民医療費J。
70 80 90 
; (9.9%) 
100 
(%) 
(注) ( )内の数値は，昭和52年度及び、59年度における年齢階級別の一般診療医
療費の百分比を示すっ枠外の数字は， 52年度及び59年度の65歳以上人口の百
分比を示す。
く出所〉厚生白書〔昭和61年版J，127頁c
S 8 医療制度改革の基本方向
我が国の医療保障に於いては各種医療保険が圧倒的に重要で、ある。各種
医療保険の適用人員数は図6に示されている。これらの内のあるものは戦
前から存在しあるものは戦後に創設されたο しかしいずれの制度も，
「人生80年j時代を念頭に置いて設計されたものであったとは言い難い。
医療保険制度を高齢化時代に見合ったものに改革する，といったことは避
けて通ることのできない課題である。
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??????
図 6 各種医療保険制度適用人員数(昭和60年 3月末)
(単位:千人，千世帯)
~本人
亡コ家族
厚生省保険局調べ
〈出所〉厚生白書〔昭和61年版J，316頁c
このことは，高齢者が主としてどの医療保険制度の適用対象となってい
るか，とL、ぅ事実ひとつをとっても明らかである。サラリーマンが退職し，
年金生活に入った場合には，その大半は国民健康保険に加入する。(図7
参照)他方， S 7で明らかにした如くに，高齢者一人当りの医療費は全国
民平均を大きく上回っている。従って，人口高齢化の影響は国民健康保険
に最も強く現われることとなり，これに対して何らの措置も講じられるこ
とがなければ，国民健康保険の財政破綻は必至のものとなる。
高齢化社会を目前にして，医療制度は少なくとも次の様な点で改革され
ねばならない。
医療保険の役割の見直し
① 医療費の適正化〈
健康づくり，疾病予防対策の充実化
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財政負担の制度間格差の是正
① 負担の公平化〈
退職者医療制度の創設
プライマリー・ケアの充実
① 医療供給体制の整備〈
諸医療機関のネット・ワーク化
(%) 
12 
?
??
?? ?????????
図7 制度別老人加入率の推移
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(注)61年度は推計値。
資料:老人保健部調べ。
く出所〉厚生白書〔昭和61年版J.138頁c
~ 9 制度改革の動き
最近の制度改革の内で最も重要なのは，老人保健法の制定と健康保険法
の改正であろう O
(1) 老人保健法(昭和57年8月10日成立，同58年2月1日実施)
老人保健法の主要な狙いとして，次の三点を挙げることができる。
① 我が国の老人保健医療対策は全体として医療費の保障に偏り，疾病
の予防からリハビリテーションに到る保健サービスの一貫性が欠如してい
た。こうした欠陥を是正して，一貫した保健事業を可能にする。
70 第10巻第3号(経済学・経営学編)
① 国民健康保険とその他の医療保険の間に存在してきた，老人医療費
の負担に関する不均衡を是正する。
① 一部自己負担金を導入することによって受診を適正化する。
①と①について今少し説明しておこう。退職者の大半が国民健康保険に
流入し，このことが国民健康保険の財政を圧迫し続けてきた。(図 7，表
7参照)そこで新制度の下では，国民健康保険の負担を軽減するための財
政調整が行われることとなった。この財政調整は各医療保険の拠出金，即
ち，老人医療に要する費用の70%に関するものであり(図8参照)，老人
加入割合の格差に由来する負担の不均衡の是正を目的としている。
次に①について見ておこう O 昭和48年 1月(第一次オイル・ショックの
あった年)の老人医療費支給制度の創設以来， 70才以上の老人の自己負担
額はゼロとされてきたが，このことは老人医療費急増の一因となってきた
と考えられる。新制度の下では，健康に対する自己責任の考え方に立ち，
老人にも適切な受診をしてもらうとL寸見地から，一部自己負担金が導入
表7 老人医療対象者数
(年度平均)
区 分 昭和57年度 58 59 
総 数 7.369.954 7.588.001 7.913.873 
政府管掌健康保険
一般 被 保険者 1，262，031 1，342，495 
日雇特例j被保険者 786，389 797，495 817，261 
組合管掌健康保険 49，313 49，314 
船 員 保 険 31，513 33，988 32， 142 
国 民 健 康 保 険 4，773，043 4，929，525 5，205，369 
共 I斉 組 ぷ口〉、 467，776 i 467，045 467，292 
i 
(注)59年 9月までは政府管掌健康保険(臼雇特例被保険者)は日雇労働者健康保
F会であるc
資料 厚生省保健医療局老人保健部調。
〈出所〉社会保障統計年報〔昭和61年版J，109頁。
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された。その金額は，外来で二カ月400円，入院で一日300円(二カ月を限
度とする)と定められた。この一部自己負担金は，昭和62年1月より，外
来で一カ月につき800円，入院で一日につき400円へと改められた。また，
入院時の二カ月の自己負担金支払限度も撤廃された。
図8 老人保健法による医療は， 70歳以上の者及び65歳以上70歳未満の者で一定の
障害を有することを市町村長により認定された者を対象として行われ，その費
用は，国民皆が公平に負担する見地から次のように負担されている。
医療に要する費用
(注)このほか，医療機関の窓口での患者負担として，原則として外来1月につき
800円，入院1日につき400円が徴収されている。(昭和62年1月現在)
(2 ) 健康保険法改正(昭和59年8月7日成立，同59年10月 1日実施)
この制度改正の狙いは次の二点に集約できる。
① 医療費の規模を将来にわたって適正水準に抑える。
② 各種医療保険制度間に存在する給付と負担の格差を是正する。
こうした狙いを実現するための制度改正の第一のポイントは，被用者本
人の負担する一部自己負担金が定額から定率へと改められ，一割負担とさ
れたことである。こうした変更は医療機関と患者の双方にコスト意識を喚
起するためのものである。またそれは 将来の医療保険給付率の8割程度
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での統一へ向けての第一歩として位置づけられている。
制度改正の第二のポイントは退職者医療制度の創設である。この制度は
被用者保険に一定期間加入していた退職者並びにその家族を対象とするも
のであり，その財源は退職被保険者の負担する保険料と被用者保険の拠出
金によって賄われる。また医療給付は，退職者本人の場合には入院，外来
共に 8割給付であり，家族の場合には入院が8割給付，外来が7割給付と
なっている。
上で、見た老人保健法の実施と健康保険法改正とによって，差し当つての
医療制度の改革は一段落した惑がある。とはいっても問題が全て解決され
たわけで、はなく，今後に多くの課題が残されている。プライマリー・ケア
の充実化を含めた医療供給体制の整備はそうした課題のひとつであろう。
百年金保険
~10 年金改革以前の年金保検制度の状況
昭和61年4月1日から新しい年金制度がスタートした。この新しい制度
をもたらした年金改革の内容に入るに先だって，年金改革以前の年金保険
制度の状況(~ 10) と年金改革に際して課題とされたこと(~ 11) とを見
ておくことにしよう O
公的年金各制度の適用者数は表8に示した通りである。厚生年金保険と
国民年金が圧倒的に大きな比重を占めている。また図9からは，制度間で
制度成熟度に大きな差のあったことがわかる。
~ 1 年金改革の課題
人口の高齢化に伴って，今後年金制度を維持してゆくための費用は着実
に増加してゆき，国民の負担も益々重いものとなってゆくと考えられる。
そうした重い負担の下に於いてなお，国民の社会的連帯を維持し年金制
度を存続させてゆくべきだとすれば， i公平性」の確保が何よりも必要と
なってくる。この「公平性」の確保は二つの点から考えられねばならなし、。
戦後日本経済と社会保障 73 
表8 公的年金適用者数
年度末現在(単位，千人)
区 分 昭和 56 57 58 59 55年度
え日九 計 59，046 59，039 58，718 58，285 58，247 
厚生年金保険 25，239 25，696 26，031 26，364 26， 755 
船 員 保 F会 205 199 185 177 
国家(連公合務会員組等織共組済合組)合 1，179 1，179 山[山 1. 168 
国家公務員等共済組合 788 773 752 716 683 (公企体等組合)
地方公務員等共済組合 3，239 3，273 3，292 3，299 3，298 
私立学校教職員 319 324 329 335 341 共 j斉 組 JE53 h 
職農林員 漁業団体
共済組合 481 484 485 485 486 
国 民 年 金 27，596 I 27，111 26，461 25， 727 25，339 
く出所〉社会保障統計年報〔昭和61年版]， 122頁。
まず第一に，老齢年金受給世代内での「公平性」が目指されねばならなL、。
つまり，各種年金制度の間で給付や負担に関して極端な格差があってはな
らない，ということである。従って，各制度聞の給付水準格差の是正や制
度聞の財政調整が必要になってくる。
このことに劣らぬ重要性を持つのが，老齢年金受給世代と現役労働者世
代との聞の「公平性」の確保である。老齢年金の給付水準が余りに高いも
のとなれば，現役世代の共感を得ることが難かしくなって，年金制度の存
続が危ういものとなるだろう。従って，老齢年金の給付水準の適正化とい
う課題も避けて通ることのできないものである。
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図9 公的年金各制度の受給者比率の推移
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~ 12 年金改革
今回の制度改革のポイントは次の二点である。
① 基礎年金の導入
② 給付と負担の適正化
今回の改革によって，従来の国民年金が全国民に共通の基礎年金を支給
する制度へと発展させられ，厚生年金保険や共済年金は，原則として，報
酬比例の年金を支給する「基礎年金の上乗せ」の制度として位置づけられ
ることとなった。従って，公的年金制度全体が「二階建て」の制度となっ
たのである。(図10参照)こうした基礎年金の導入によって次の様な点が
改善されると考えられている。
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図10 年金制度体系の再編成
図11 夫婦世帯への給付水準
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(注) 1. 金額はL、ずれも84年度価格。
2. 80年改正時の単価2050円を84年度価格に換算したもの。
3. %は現役男子の平均標準報酬月額25万4000円に対する比率。
く出所〉祉会保障年鑑 0985年版J，126頁。
(i) 制度間格差の是正
(坦) 就業構造の変化等による影響の遮断
(皿) 重複給付・過剰給付の整理
( iv) 婦人の年金権の確立
(v) 障害者への年金保障の充実
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他方で，老齢年金の給付水準の伸び率を今後徐々に抑制してゆく方向が
はっきりと打ち出された。例えば年金改革の時点に於ける厚生年金の平均
加入期間は32年程度であったが，これが今後は40年近くへ伸びてゆくもの
と考えられる。 32年加入の夫婦の年金額は，現役の男子被保険者の平均標
準報酬の68%程度となっていた。もし給付水準の伸び率が抑制されなか
ったなら， 40年加入が一般的となった時点てi土，夫婦の年金額が現役の男
子被保険者の平均標準報酬の83%にも達し，更に妻が国民年金に40年加入
図12 保険料率，保険料の見直し
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，... 
...--l 
12.4%: 
.-----0 
~，1J1O. 6% 
10%1 
~ー」
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(注)1. 給付改定率を 5%，利率
を7%と仮定してある。
2. 65歳支給と仮定した場合
は，支給開始年齢を，98年度
から2010年度までの間に65
歳まで段階的に引き上げて
いくものと仮定しである。
20，怖O円
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(注)給付改定率を 5%，利率を7
%と仮定しである。
く出所〉社会保障年鑑 0985年版]，
127頁。
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していた場合には夫婦の年金額が同109%にも達するものと見込まれてい
た。こうした水準は，賃金から租税や社会保険料を差し引かれ，通常の場
合には夫婦と子供二人から成る四人世帯を支えてゆく現役労働者の所得水
準と比べて~、かにも高いと言わねばならない。従って，今後は老齢年金
の給付水準の伸び率を抑制し，将来40年加入の夫婦の年金額が，現役男子
被保険者の平均標準報酬の69%程度となるように調整されることとなった
のである。(図11参照)
こうした給付水準の伸び率を抑制する措置が講じられることによって，
将来，現役労働者達が負担せねばならない年金保険の保険料が大幅に軽減
されることになる。(図12参照:尚，図中の現行法とは，年金改革以前の
法律のことである。)それでも高齢化の進展と共に負担が増加し続けてゆ
くことは確実な事実である。
